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• 財務部長の中西です。 

 

• 私からは、４月27日に発表した2016年３月期決算と2017年３月期の見通し
について、簡単にご説明する。 
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• まず３ページをご覧いただきたい。昨年度の実績および今年度見通しの概要を
お示ししている。  

 

• 昨年度は、堅調な景気を背景に、単体の運輸収入が大きく増加したほか、非鉄
道事業も総じて好調であったことから、連結・単体とも増収増益となった。 

 

• 今年度は、経済環境が悪化しつつある中、北陸新幹線開業の効果が一段落する
こと、シルバーウィーク等曜日配列の反動があることによる収入面への影響、
加えて新幹線大規模改修引当金や線路使用料が増加することによる費用増、ま
た非鉄道業においては、波動のある分譲販売や工事業が反動減となることを見
込んでいるため、連結営業収益が対前年▲13億円減の1兆4,500億円、連結営業
利益については、対前年▲60億円増の1,755億円と、減収減益の計画となる。 
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• 次に単体の決算について４ページをご覧いただきたい。  

 

• 運輸収入が対前年+530億円増加したことなどから、営業収益は対前年+632億
円の大幅な増収となった。 

 

• その結果、費用面では、北陸新幹線関連経費、期中に施策的に追加した修繕費
と業務費や、運輸収入好調に伴う発売手数料の増などにより、営業費用が対前
年+381億円増加したものの、営業利益は対前年+251億円の増益となった。 

 

• 一方、期中の見通しには入れていなかったが、低濃度PCBの処理費用の引当金
129億円を特別損失に計上したほか、法人税減税が決定したため、繰延税金資
産の取崩しが63億円発生したことから、当期純利益は見通しを下回り、611億
円となった。 
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• 次に５ページをご覧いただきたい。運輸収入の主な増減要因についてご説明
する。 

 

• 昨年度の運輸収入は、新幹線、近畿圏ともに、基礎トレンドも非常に強く、
特に新幹線の基礎トレンド103.4％は近年でも見たことのない強い数字とな
った。その結果、運輸収入計では、対前年+530億円増加し、過去最高の
8,500億円となった。 

 

• 新幹線は、北陸新幹線が年間を通じて開業効果を享受できたほか、山陽新幹
線では平日、土休日ともに非常に好調で、ビジネス需要、アクティブシニア
やインバウンドなどの旅行需要を取り込むことができた結果、過去最高の
4,372億円となり、運輸収入に占める割合が50％を超えてきたということで
は構造的な変化が表れた年となった。 

 

• 近畿圏については、駅改良や沿線への大学の移転といった線区価値向上の継
続的な取り組みが奏功したこと、ルクア大阪などの沿線の商業施設の開業、
姫路城の公開再開、ＵＳＪ等で都市型観光が好調であったこと、インバウン
ド客が増加したことなどから、+59億円の増収となった。 

 

• その他在来線は、▲142億円の減収となったが、北陸新幹線開業に伴う並行
在来線分離による減収が▲162億円あったため、実勢は堅調であった。 
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• 次に単体の営業費用について、７ページをご覧いただきたい。 

 

• 人件費は前年並みであったが、動力費については、原油価格下落等によ
り、対前年▲12億円減少した。一方で好調な収益状況を踏まえ、修繕費
と業務費を施策的に110億円追加したこと、線路使用料、会社間清算や減
価償却費など、北陸新幹線関連の費用が増加したことなどにより、営業
費用全体では対前年+381億円増加の8,170億円となった。 
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• 次に連結決算について８ページをご覧いただきたい。 

 

• 営業収益は対前年+1,009億円増加の1兆4,513億円、営業費用は対前年+591
億円増加の1兆2,697億円、営業利益は対前年+417億円増加の1,815億円と
なった。 
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• 次に９ページではセグメント別の実績をご説明する。 

 

• まず流通業については、セブンイレブンへの店舗転換、鉄道利用者増に伴
う駅構内店舗の利用者増などから、営業収益が対前年+118億円増の2,320
億円、営業利益は、百貨店の大阪店の収支改善もあり、対前年+37億円増
の53億円となった。 

 

• 不動産業については、不動産分譲が好調に推移したこと、ショッピングセ
ンター業ではルクアイーレの開業や北陸エリアのＳＣのリニューアル効果
が寄与したことなどから、営業収益が対前年+216億円増加の1,088億円、
営業利益は、対前年+75億円増の327億円となった。 

 

• その他事業については、海外旅行の不調により旅行業が振るわなかったも
のの、堅調な旅行需要を背景に、ホテル業が堅調に推移したほか、波動の
大きい工事業が大きく上振れしたことから、営業収益は対前年+70億円増
加の1,815億円、営業利益は対前年+67億円増の224億円となった。 
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• 次に13ページをご覧いただきたい。単体の業績予想についてご説明する。 

 

• 今年度は、運輸収入の減少により、営業収益が対前年▲17億円減少の
9,525億円、営業費用については、前年を若干下回る対前年▲5億円減少の
8,165億円、その結果、営業利益は対前年▲12億円減少の1,360億円を見込
んでいる。また当期純利益については、昨年度の低濃度PCB処理費用の引
当の反動による増があり、大幅な増益を見込んでいる。 
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• 次に14ページをご覧いただきたい。 

 

• 今年度の運輸収入は、経済情勢が悪化しつつあるなか、シルバーウィーク等
の曜日配列の反動といった特殊要因があるものの、引き続き新幹線の競争力
向上や、インバウンドやシニアのご利用促進に取り組むとともに、北陸新幹
線の開業効果剥落の最小化に努めることにより、対前年▲15億円減少の
8,485億円としている。開業効果が一段落する北陸新幹線を除けば、プラス
成長の計画としている。 

 

• なお、熊本地震について、九州新幹線は全線で運転を再開したが、運転本数
や所要時間について、通常の運行状況とは異なることから、今後の影響額に
ついては現時点で想定が困難であり、今年度の業績予想には織り込んでいな
い。なお、4月中の運休による直接的な影響額は、一定の前提をおいて試算
すると概ね10億円程度と想定しているが、九州方面への出控え等の影響は、
現時点では見込むことは困難である。 

 

• また消費増税についても、今年度の業績予想には織り込んでいない。 
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• 次に15ページをご覧いただきたい。 

 

• 今年度の単体営業費用は、対前年▲5億円減少の8,165億円と、若干ながら、
減少する計画としている。 

 

• 新幹線大規模改修引当金の積立開始で+41億円増加、北陸新幹線の固定資産相
当額増加により線路使用料が+35億円増加、外形標準課税拡大により事業税が
+16億円増加、近年の高水準な設備投資により減価償却費が+51億円増加とい
った大きな増加要因が複数あるものの、退職金数理差異償却の終了や一時金
の反動等で人件費が▲103億円と大幅に減少するほか、原油安等により、動力
費が▲21億円減少することで、対前年マイナスとしている。 

 

• なお、昨年度に施策的に+110億円を追加した修繕費と業務費については、さ
きほど申し上げた新幹線大規模改修引当金の積立開始による増、システム関
係経費の増加が+18億円あるものの、昨年度追加施策の一部が元の水準に戻る
ことで、前年並みの見通しとしている。 
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• 次に16ページをご覧いただきたい。連結業績予想についてご説明する。 

 

• 営業収益は対前年▲13億円減少の1兆4,500億円、営業費用は対前年+47億
円増加の1兆2,745億円、営業利益は対前年▲60億円減少の1,755億円を見
込んでいる。不動産業の分譲の反動減、工事業の反動減、新幹線大規模改
修引当といった特殊要因が大きいことが減益の主因であり、これらを除け
ば増益基調は維持する計画としている。 
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• 次に17ページをご覧いただきたい。セグメント別の見通しをご説明する。 

 

• 流通業については、セブンイレブンとの提携店舗への転換などにより、
営業収益は対前年+97億円増加の2,418億円となる見通しである。営業利
益は、セブンイレブンへの店舗転換については利益貢献がすべての店舗
転換終了後となることもあり、対前年+0億円増加の54億円となる見通し
である。 

 

• 不動産業については、昨年度の不動産分譲好調の反動減の影響が大きく、
営業収益は対前年▲44億円減少の1,044億円、営業利益は対前年▲13億円
減少の314億円となる見通しである。 

 

• その他事業については、ホテル業や旅行業は若干の増収増益を見込むも
のの、工事業の反動減の影響が大きく、営業収益は対前年▲34億円減少
の1,781億円、営業利益は対前年▲25億円減少の199億円となる見通しで
ある。 

 

• 簡単ではあるが、私からの説明は以上とさせていただく。 
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• 社長の真鍋です。 

 

• 私からは、2015年度の振り返りと今後の取り組みについて、ご説明する。 
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• 21ページをご覧いただきたい。 

 

• 2015年度は非常に好調だった山陽新幹線に加え、中計アップデートの３つのトピックス
が業績を大きく牽引し、好決算となった。 

 

• 記載の表は、昨年４月にアップデートした中期経営計画で設定した指標の達成状況をお
示ししたものである。財務指標など目標を達成したもの、安全など中計最終年度に向け
て着実に進捗しているもの、着実に進捗しているが、達成に向けてもう一段の努力が必
要なＣＳ関係がある。３つのトピックスについては、北陸新幹線とインバウンドは好調
に推移し、目標を達成した。ルクアも概ね目標を達成したのではないかと思っている。
全体として、大変順調に進捗したと評価している。 

 

• 一方、2016年度は経済環境が変化しつつある中、新幹線大規模改修引当金や線路使用料
の増加、曜日配列の反動、分譲事業の裏年にあたるなどの特殊要因が重なり、減益予想
となる。 

 

• しかしながら、企業の基礎体力というべき安全やＣＳを中心に、目標達成に向けて、中
期経営計画の最終年度を目前に控え、しっかりと施策を打っていくタイミングであり、
そこに重点を置いた事業運営をしていく。 

 

• 収支的には厳しい年となるが、鉄道事業は長い目で見て、きちんと手を打つべきことを
打っていく事業であり、短期的に見ればさまざまな波動はあるものの、中長期的な企業
価値をきちんと上げていく努力をしていきたい。 
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• 次に、今後の取り組みについてご説明する。 

 

• まず、新幹線について23ページをご覧いただきたい。 

 

• 2015年度は、開業効果の最大化に成功した北陸新幹線に加え、山陽新幹線も大変好
調な状況であった。これは、良好な経済情勢を背景に、ネット予約の利用拡大など
競争力向上に努めたほか、シニア層やインバウンド需要の取り込みなどに努めた結
果であり、運輸収入は過去最高の4,372億円となった。この結果、運輸収入に占める
新幹線の割合が初めて50％を超え、51％となった。 

 

• 2016年度の運輸収入は、曜日配列や開業効果を享受した北陸新幹線の反動のほか、
経済環境の悪化が予想されており、減収を見込むが、競争力向上や旅行需要喚起な
どの施策を効果的に展開するほか、北陸新幹線については、開業効果の剥落を最小
限にとどめたいと考えている。 
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• 24ページでは、山陽新幹線について、航空機との競合を意識した競争力強化と観光需要喚起の
取り組みをお示ししている。 

 

• 経済情勢の影響を受けやすいビジネスについては、今年は楽観視できないが、特に観光につ
いては、シニアやインバウンドに成長の機会がまだあるとみている。これらの需要を確実に
取り込んでいきたい。 

 

• 競争力強化について、まず、新幹線の安全性・快適性・利便性の向上について、N700Aを
2015年度に引き続き、４編成を投入する。携帯電話不感地対策は2016年度に完了し、山陽新
幹線全線で携帯電話への接続が可能になる。 

 

• また、これまでエクスプレス会員としてＥＸ－ＩＣカードを持っていないとご利用いただけ
なかった、東海道・山陽新幹線の指定席ネット予約とチケットレスでの乗車が、ＩＣＯＣＡ
などの交通系ＩＣカード1枚で利用可能になり、利便性が向上するサービスの導入を2017年夏
に予定しており、これに向けた準備をしていきたい。これにより、ネット利用の裾野を増や
し、きめ細かなマーケティング実施に向けた基礎が大きく拡大することになる。 

 

• 続いて、観光需要の喚起について、まず、山陽・九州新幹線相互直通５周年キャンペーンや岡
山ＤＣを実施する。熊本地震があったが、復興後の熊本にしっかり送客し、経済面で被災地域
を支えることが我々の責務だと考えている。また、京都鉄道博物館開業やＵＳＪ15周年の機会
を捉え、広域からの観光誘客を図っていきたい。加えて、せとうち観光推進機構に参画したほ
か、「おとなび」について、特別商品などの会員専用商品の充実を図っていきたい。 
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• 25ページに、北陸新幹線について、航空機との競合を意識した競争力強化と観光
需要喚起の取り組みをお示ししている。２年目に入り開業効果が剥落することを
最小限に留めながら、潜在需要の掘り起こしとご利用の定着化を図っていく。 

 

• 競争力向上については、３月のダイヤ改正で「はくたか」の一部を速達化すると
ともに、輸送力増強と北陸エリアでの滞在時間の拡大を狙って、大阪からの特急
サンダーバードを増発した。また、航空機のご利用が高い早朝時間帯のご利用獲
得に向け、早朝時間帯に限定したe5489「北陸新幹線出張応援キャンペーン」を
行っているが、これを継続実施する。 

 

• 観光需要の喚起については、北陸新幹線1周年キャンペーンを展開するほか、関
西から新潟や長野方面への送客強化を図るため、「スノーシーズン」などの季節
毎の商品ラインナップを充実させるということを進めていきたい。シニア需要の
取り込みについては、会員限定の商品を設定する。また、インバウンドについて
は、「大阪・東京『北陸アーチパス』」を新規発売し、新たなゴールデンルート
として北陸への誘客を図っていく。 



26 

• 次に、近畿圏について、26ページをご覧いただきたい。 

 

• 2015年度は、堅調な景気に加え、平成の大修理を終えた姫路城の公開再開やルク
アイーレのオープンなどを契機としたお出かけ需要が増えたこと、好調なインバ
ウンド需要を取り込んだこと、さらには線区価値向上の取り組みが効果を発揮し
てきていることなどから、運輸収入は対前年102.0%の3,022億円と好調であった。 

 

• 2016年度の近畿圏の運輸収入は、新幹線と同様、曜日配列の反動や経済成長率の
鈍化の影響もあるが、前年並みの3,029億円を計画している。 
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• 27ページにあるように、線区価値向上の取り組みとして、３月に摩耶、東姫路と
新駅を設置したところであるが、更に大阪環状線改造プロジェクトの推進や新大
阪駅等での駅リニューアルに取り組む。また、ＩＣＯＣＡエリアの拡大や他輸送
機関でのＩＣＯＣＡ定期券の発売により、シームレスな移動が可能となるエリア
の拡大を図る。更には、京都鉄道博物館やＵＳＪなどの観光コンテンツを活かし
た都市型観光を推進するとともに、広域からの集客にも努め、鉄道のご利用の維
持・拡大を図っていく考えである。 
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• 28ページからは事業創造、特に成長の柱と位置づけている流通業と不動産業につ
いてお示ししている。 

 

• 2015年度の非鉄道業は、大阪駅の新生ルクアが概ね計画通り進捗したこと、好調
な鉄道のご利用を背景に、特にリニューアルした商業施設が大変好調であったこ
と、セブンイレブンへの転換店舗も順調に推移したこと、不動産の分譲販売も極
めて好調であったことに加え、波動の大きい工事業が期首計画と比較して70億円
以上の利益上振れとなったことも大きく影響し、流通業、不動産業、その他事業
とも大幅な増収増益となった。 

 

• 今年度は、流通業やＳＣ業は増益を確保するものの、分譲販売と工事業の反動減
の影響が大きく、非運輸業としては、減益となる見込みである。 
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• しかしながら、29ページにあるように、セブンイレブンとの提携による店舗転換の推
進や、新大阪駅、大津駅での商業施設の開発・リニューアル、強みのある事業の市中
展開として、６月に吹田グリーンプレイスという郊外型ＳＣの開業、天王寺と梅田で
の宿泊特化型ホテルの開業準備を行っていく。また、駅を中心とした街づくりについ
て、大阪駅から約10分に位置する福知山線塚口駅前の大規模工場跡地の再開発事業に
参画し、マンションを共同開発するとともに、４月に駅ビルを開業した。これらは中
長期的な企業価値向上を戦略的に行っていくということに沿った取り組みであり、厳
しい経済情勢の中でも、精力的に取り組んでいく。 
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• 次に、訪日観光客需要の獲得について、30ページをご覧いただきたい。 

 

• アップデートした中期経営計画において、インバウンド専用商品のご利用者数を５
年間で５倍の100万人、連結営業収益を５年間で100億円増加させるということを目
標にしていたが、2015年度に既に達成した。 

 

• そこで、目標を更に上方修正する。具体的には、2016年度の目標として、2015年度
実績から、インバウンド専用商品のご利用者数で25万人増、連結営業収益で25億円
増とする。 

 

• この目標達成に向け、さきほど申し上げた「大阪・東京『北陸アーチパス』」の設
定、特急はるかの増発等により、広域観光ルートの開発・整備を行うとともに、無
線ＬＡＮの整備や免税対応店舗の拡充といった受入態勢の整備を行う。合わせて、
シンガポール等の海外事務所も活用し、プロモーションターゲットを拡大すること
などにより、西日本各エリアへの誘客を促進する。 

 

• 伸張著しい分野で需要を確実に取り込むべく、目標達成に向けて、グループ全体で
取り組んでいく。 
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• 33ページでは、キャッシュの資金使途の優先順位と株主還元方針について、従来
から申し上げていることを改めて記載している。 
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• 次に、設備投資の状況について34ページでお示ししている。 

 

• 2015年度は、安全関連投資1,260億円を含む、連結で2,331億円と今中期経営計画
で最高水準の設備投資を行った。 

 

• 2016年度以降は中計の総額の枠の中で次第に減少していき、2016年度は、連結ベ
ースで1,930億円と、2015年度と比較して減少する計画であるが、うめきた地下
新駅などの新駅設置工事や、ＩＣＯＣＡエリア拡大、セブンイレブンへの店舗転
換や吹田グリーンプレイスといった成長投資に加え、中計目標の達成に向け、安
全やＣＳ関連の投資も着実に実施していく。 

 

• また、上振れを見込む営業キャッシュフローの資金使途としての成長案件の探索
についても、しっかりと検討を進めていく。 
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• 次に、キャッシュフロー、株主還元、財務の状況について、35ページをご覧いただ
きたい。 

 

• キャッシュフローについて、2015年度は設備投資が高水準だったものの、営業キャ
ッシュフローが好調な業績を背景に高水準であったことから、フリー･キャッシュフ
ローは改善した。長期債務残高は、連結で概ね1兆円であった。2016年度もこのレベ
ルを維持する予定である。 

 

• 株主還元について、当社は、長期安定的な株主還元を重視するという視点でやって
きているが、自己資本を勘案した株主還元を実施し、2017年度において、連結ベー
スでの｢自己資本総還元率３％程度｣を目指すことを引き続き目標としている。 

 

• 2015年度の配当については、既にご案内のとおり、通期で135円を予定している。2016
年度は、減益予想ではあるが、１株当たり５円増配し、年140円を予定している。 

 



• 36ページで業績見通しをお示ししている。 

 

• ご説明申し上げた2016年度の取り組みを踏まえた業績見通しは、減収減益
である。工事業の反動減と新幹線大規模改修引当金といった特殊要因が大
きいことが主因であり、これらを除けば増益基調は維持する計画とした。
なお、連結の当期純利益は増益となり、過去最高の1,000億円を越えるレ
ベルとなる見込みである。 

 

• 収支的には厳しい年となるが、中長期的な企業価値をきちんと上げていく
努力をしていく所存である。 

 

• 私からのご説明は以上である。 
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